
推

減と業務改善が図られ

進

た。

　共同セキュリテ

係

ィ外部監査により、シ

2

ステムの脆弱性を調査

1

し、その結果を反映さ

1

せるとともに、インタ

1

ーネットへの

接続をあいち情報セキュリティクラウド経由にすることで、適切で効率的かつ高度なセキュリティ対策が図られた。

　あいち自治体クラウドの共同利用システムの有効性や利用団体の業務システムの運用について、継続的に調査、検討を

行う。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 情報セキュリティ外部監査実施サーバ数（台） 20 20 20 20 20
指標

指標
　あいち電子自治体推進協議会の事業であるため比較検証はなし。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,668 15,992 19,999 26,212 合計 19,999,211 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 1,953 1,971 2,607 3,785 交付金 19,999,211 円

一般財源 14,715 14,021 17,392 22,427

職員人件費　② 2,696 1,867 1,893 2,651

総事業費（①＋②） 19,364 17,859 21,892 28,863

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 あいち情報セキ

Ｄ

ュリティクラ
ウド負担

　

金

５年度以降の事業費

　

見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 計画推進

基本施策 情

和

報共有
施策体系

施策の

３

内容 電子市役所の推進

年

目
　
　
　
的

　あいち電

度

子自治体推進協議会に

評

おいて、愛

主
た
る
内
容

価

〇電子申請・届出シス

）

テムの運用
知県と県内

刈

市町村が共同して電子

谷

自治体への 〇ＬＧＷＡ

市

Ｎの運用
効率的な取組

事

を図る。 〇共同セキュ

務

リティ監査
○協議会Ｗ

事

ｅｂ運営
〇あいち情報

業

セキュリティクラウド

評

の運用

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

市民、事業者、県内市

ー

町村（除名古屋市） 事

ト

業期間 平成１５年度 ～

（

実施方法 ■直営　■委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

画

元年度実績 ２年度実績

財

３年度実績 ４年度計画

政

・電子申請・届出シス

部

テムの ・電子申請・届

一

出システムの ・電子申

般

請・届出システムの ・

会

電子申請・届出システ

計

ムの
　運用 　運用 　運

愛

用 　運用
・ＬＧＷＡＮ

知

の運用 ・ＬＧＷＡＮの

県

運用 ・ＬＧＷＡＮの運

自

用 ・ＬＧＷＡＮの運用

治

・共同セキュリティ監

体

査 ・共同セキュリティ

共

監査 ・共同セキュリテ

同

ィ監査 ・共同セキュリ

情

ティ監査
・協議会Ｗｅ

報

ｂ運営 ・協議会Ｗｅｂ

化

運営 ・協議会Ｗｅｂ運

事

営 ・協議会Ｗｅｂ運営

業

・共同課題研究 ・共同

担

課題研究 ・共同課題研

当

究 ・共同課題研究
・あ

課

いち情報セキュリティ

情

ク ・あいち情報セキュ

報

リティク ・あいち情報

政

セキュリティク ・あい

策

ち情報セキュリティク

課

　ラウドの運用 　ラウ

款

ドの運用 　ラウドの運

項

用 　ラウドの運用

　電

目

子申請・届出システム

担

の運用、ＬＧＷＡＮア

当

クセス運営により、県

係

域での情報化の推進と

デ

住民サービスの質的向

ジ

上及

成果
び標準化や、

タ

システム開発及び維持

ル

管理におけるコスト削



進係

2 1 11

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

国民の利便性向上を図

和

る行政手続オンライン

４

化法が平成 
・法的業

年

務
普通

15年2月3日

度

に施行された。
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要
・市民生活上必要で

和

ある　など

　名古屋市

３

を除く市町村で共同開

年

発・運用しているため

度

本
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

市独自執

価

行に比べ、コスト削減

）

や事務の効率化が図ら

刈

れて
効率性 ・執行体制

谷

の効率性 いる。
・手段

市

の最適性　など

　名古

事

屋市を除く市町村で運

務

用しているが市が主体

事

となっ
・市が主体とな

業

って実施する
普通

てい

評

る。総合計画において

価

も電子市役所の推進に

シ

関連する
妥当性 　べき

ー

事業であるか 内容であ

ト

る。
・総合計画との整

（

合性　など

　電子市役

様

所の実現に情報システ

式

ムの利活用は不可欠で

２

あ

施策への ・施策への

）

貢献度
普通

り、事務効

会

率化のみならず市民サ

計

ービスの向上を見据え

名

た
・目標達成度 もので

担

ある。
貢献度 ・市民サ

当

ービスへの効果　など

部

今後の方向性 □拡充　

企

■現状維持　■改善・

画

効率化　□縮小　□終

財

期設定　□休止・廃止

政

　あいち電子自治体推

部

進協議会において情報

一

システムの共同運用が

般

なされているため継続

会

利用となる。

計
愛知県

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

自

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

治

価
　
∨

体共同情報化事業
担当課 情報政策課

款 項 目 担当係 デジタル推



1 11 情報シ

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

ス

　
ス
　
ト

単位：千円
元

テ

年度 ２年度 ３年度 ４年

ム

度 ３年度

（決算） （決

係

算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 7,297 5,862 60,375 合計 5,861,713 円
役務費 286,605 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 1,089,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 0 7,297 5,862 60,375 4,486,108 円

職員人件費　② 0 8,586 14,763 14,772

総事業費（①＋②） 0 15,883 20,625 75,147

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 計画推進

基本

和

施策 情報共有
施策体系

３

施策の内容 電子市役所

年

の推進

目
　
　
　
的

　新

度

しい情報技術の活用を

評

図ることで、迅速

主
た

価

る
内
容

　ＲＰＡ、ＡＩ

）

－ＯＣＲ等の新しい情

刈

報技術
で的確な行政サ

谷

ービスと業務の効率化

市

を推進 の導入及び運用

事

管理を行う。
する。

位

務

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 事業期間 令和

業

２年度 ～

実施方法 ■直

評

営　□委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

元年度実績 ２

名

年度実績 ３年度実績 ４

担

年度計画

　 ・ＡＩ－Ｏ

当

ＣＲの導入 ・ＡＩ－Ｏ

部

ＣＲの運用管理 ・ＡＩ

企

－ＯＣＲの運用管理
　

画

・ＲＰＡの導入 ・ＲＰ

財

Ａの運用管理 ・ＲＰＡ

政

の運用管理
　 ・ＡＩチ

部

ャットボットの導入 ・

一

テレワーク環境の整備

般

・市民公開型ＧＩＳの

会

導入
　 ・支所オンライ

計

ン窓口用Ｗｅ
　　　―

Ｉ

―――――― 　ｂ会議

Ｃ

システムの導入
・ＡＩ

Ｔ

議事録作成システムの

活

　導入
・ペーパーレス

用

会議システム
　の導入

推

・ＯＡ用パソコンの更

進

新
　ＡＩ－ＯＣＲ、Ｒ

事

ＰＡなどの新しい情報

業

技術の導入を図り、業

担

務の効率化を推進した

当

。

成果

　効果的に業務

課

の効率化を推進するた

情

めに、最新技術の動向

報

を調査し費用対効果の

政

高い方法を検討する必

策

要がある｡また､

新た

課

に導入した技術の利用

款

方法を周知し、利用促

項

進を図っていく必要が

目

ある。
課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

元

当

年度 ２年度 ３年度 ４年

係

度 ６年度

活動 ＡＩ－Ｏ

デ

ＣＲの実施業務（件）

ジ

― 10 37 42 52
指

タ

標
活動 ＲＰＡの導入業

ル

務（件） ― 6 34 39

推

49
指標

他市との
比較

進

検証

係

2



11 情報システム係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　技術の発達によ

和

り効率化が進展してお

４

り、時代の変化に
・法

年

的業務
普通

対応した行

度

政運営を実施する上で

（

必要不可欠である。
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要
・市民生活上必

３

要である　など

　行政

年

事務や市民サービスの

度

効率化を高めながらコ

評

ストの
・コストの節減

価

、費用対効果
普通

節減

）

を目指すため、総合的

刈

な視点から全てのシス

谷

テムの見
効率性 ・執行

市

体制の効率性 直しを進

事

めている。
・手段の最

務

適性　など

　行政全体

事

の情報を扱う事業であ

業

り、市が主体となって

評

実
・市が主体となって

価

実施する
普通

施すべき

シ

である。総合計画にお

ー

いても電子市役所の推

ト

進に
妥当性 　べき事業

（

であるか 関連する内容

様

である。
・総合計画と

式

の整合性　など

　電子

２

市役所の実現に情報シ

）

ステムの利活用は不可

会

欠であ

施策への ・施策

計

への貢献度
普通

り、事

名

務効率化のみならず市

担

民サービスの向上を見

当

据えた
・目標達成度 も

部

のである。
貢献度 ・市

企

民サービスへの効果　

画

など

今後の方向性 □拡

財

充　■現状維持　■改

政

善・効率化　□縮小　

部

□終期設定　□休止・

一

廃止

　市民の利便性の

般

向上、行政運営の効率

会

化の向上にはデジタル

計

技術の活用は不可欠で

Ｉ

ある。

ＣＴ活

Ｃ
 

用

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

推

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

進事業
担当課 情報政策課

款 項 目 担当係 デジタル推進係

2 1



1 11

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 181,888 178,668 163,728 193,192 合計 163,727,899 円
需用費 1,168,288 円

財
　
源

特定財源 3,034 4,556 1,759 16,755 役務費 1,698,510 円
委託料 56,547,425 円

一般財源 178,854 174,112 161,969 176,437 使用料及び賃借料
99,028,676 円

職員人件費　② 28,496 28,745 32,933 31,816 負担金、補助及び
交付金 5,285,000 円

総事業費（①＋②） 210,384 207,413 196,661 225,008

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金（国）

５年度以降の事業費見込 0 情報システム等管理事業負担
金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 計画推

令

進

基本施策 情報共有
施

和

策体系
施策の内容 電子

３

市役所の推進

目
　
　
　

年

的

　情報処理業務を安

度

全かつ迅速、効率的に

評

遂

主
た
る
内
容

　電子計

価

算機とその周辺機器の

）

運用管理、保
行するこ

刈

とにより、業務システ

谷

ムの安定稼動 守管理及

市

び業務データの保管等

事

を行う。
を図る。

位
置

務

づ
け

関連計画  

根拠法

事

令  

対象者 市職員 事業

業

期間 昭和４２年度 ～

実

評

施方法 ■直営　■委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

名

年度実績 ２年度実績 ３

担

年度実績 ４年度計画

・

当

ホストコンピュータ運

部

用管 ・ホストコンピュ

企

ータ運用管 ・情報共有

画

基盤システム運用 ・情

財

報共有基盤システム運

政

用
  理   理 　管理

部

　管理
・サーバ、デー

一

タ管理 ・サーバ、デー

般

タ管理 ・サーバ、デー

会

タ管理 ・サーバ、デー

計

タ管理
・番号制度対応

シ

作業 ・番号制度対応作

ス

業 ・番号制度対応（情

テ

報連携、 ・番号制度対

ム

応（情報連携、
・セキ

等

ュリティ強化対応 ・セ

管

キュリティ強化対応 　

理

マイナポータル等） 　

事

マイナポータル、申請

業

管理
・改元対応作業 ・

担

セキュリティ強化対応

当

　システム導入等）
・

課

仮想化基盤サーバ更新

情

・セキュリティ強化対

報

応

　情報共有基盤シス

政

テムの運用管理を適切

策

に実施できた。

成果
　

課

仮想化基盤サーバの運

款

用を推進し、情報シス

項

テムの有効活用及びセ

目

キュリティの強化を図

担

ることができた。

　業

当

務システムの更新に応

係

じて、情報共有基盤シ

情

ステムを拡充、管理し

報

ていく必要がある。

課

シ

題

指標名称（単位）
実

ス

績値 目標値

元年度 ２年

テ

度 ３年度 ４年度 ６年度

ム

 
指標

 
指標

　市独自

係

の事業である。
他市と

2

の
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 124,838 85,799 90,307 148,977 合計 90,307,071 円
需用費 1,271,017 円

財
　
源

特定財源 6,621 5,749 10,405 5,749 役務費 249,000 円
委託料 31,832,741 円

一般財源 118,217 80,050 79,902 143,228 使用料及び賃借料
53,614,988 円

職員人件費　② 21,950 14,559 14,763 13,636 備品購入費 3,339,325 円

総事業費（①＋②） 146,788 100,358 105,070 162,613

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 市町村振興協会新宝くじ交付
金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 情報共有
施策体系

和

施策の内容 電子市役所

３

の推進

目
　
　
　
的

　情

年

報系ネットワーク内の

度

パソコンや各シス

主
た

評

る
内
容

　グループウェ

価

アシステム、財務会計

）

システ
テム等の情報機

刈

器を管理又は導入する

谷

ことに ム、内部事務支

市

援システム、統合型Ｇ

事

ＩＳ、
より、行政事務

務

の合理化や効率化を図

事

る。 ファイルサーバ等

業

各システムの保守管理

評

を行
う。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 市職員、市民、事業

ー

者 事業期間 平成１８年

ト

度 ～

実施方法 ■直営　

（

■委託　□指定管理　

様

□補助・助成　□その

式

他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

企

　
績

元年度実績 ２年度

画

実績 ３年度実績 ４年度

財

計画

・各種システムの

政

運用管理 ・各種システ

部

ムの運用管理 ・各種シ

一

ステムの運用管理 ・各

般

種システムの運用管理

会

・グループウェア更新

計

・大容量ファイル転送

Ｏ

サービ ・ＷＳＵＳサー

Ａ

バの更新 ・デジタルサ

管

イネージシステ
・内部

理

事務支援システム更新

事

　スの導入 　ムの更新

業

・統合型ＧＩＳ更新 ・

担

仮想クライアントシス

当

テム
　の更新

　グルー

課

プウェアパソコン、フ

情

ァイルサーバ、財務会

報

計システム、統合型Ｇ

政

ＩＳ､インターネット

策

などのシステムにより

課

､

成果
内部事務の合理

款

化や効率化が図られた

項

。

　業務全体を対象と

目

して効率や生産性を改

担

善するため、業務全体

当

を全面的に見直し、長

係

期的なシステム最適化

情

計画を継続

的に策定す

報

る必要がある。
課題

指

シ

標名称（単位）
実績値

ス

目標値

元年度 ２年度 ３

テ

年度 ４年度 ６年度

 
指

ム

標
 

指標
 

他市との
比

係

較検証

2 1 11



係

６年度

成果 インターネ

2

ットの停止時間（分）

1

0 0 0 0 0
指標 ※目標

1

停止許容時間 52分

1

以内
成果 ネットワークの停止時間（分） 1,656 11 1,950 0 0
指標 ※目標停止許容時間 2,312分以内

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 54,364 80,908 64,472 58,507 合計 64,472,487 円
需用費 383,339 円

財
　
源

特定財源 1,302 1,200 1,200 1,200 役務費 9,445,734 円
委託料 23,629,720 円

一般財源 53,062 79,708 63,272 57,307 使用料及び賃借料
31,013,694 円

職員人件費　② 17,329 15,679 16,277 15,908

総事業費（①＋②） 71,693 96,587 80,749 74,415

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 情報システム等管理事業負担
金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 情報共

和

有
施策体系

施策の内容

３

電子市役所の推進

目
　

年

　
　
的

　情報システム

度

全般のインフラである

評

ネット

主
た
る
内
容

　庁

価

舎、各施設のネットワ

）

ーク及びインター
ワー

刈

クを効率的に維持管理

谷

することにより、 ネッ

市

ト環境の保守管理並び

事

にマルウェア、不
全シ

務

ステムの安定稼動を図

事

る。 正侵入に対するセ

業

キュリティ対策等を実

評

施す
る。

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令

対象者 市

シ

職員 事業期間 平成２３

ー

年度 ～

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

元年度実績 ２年

企

度実績 ３年度実績 ４年

画

度計画

・ネットワーク

財

の運用管理 ・ネットワ

政

ークの運用管理 ・ネッ

部

トワークの運用管理 ・

一

ネットワークの運用管

般

理
・インターネットの

会

運用管理 ・インターネ

計

ットの運用管理 ・イン

ネ

ターネットの運用管理

ッ

・インターネットの運

ト

用管理
・未知のマルウ

ワ

ェア対策の本 ・インタ

ー

ーネット関連サーバ ・

ク

統合ファイアーウォー

等

ルの ・一部庁外施設の

管

無線化
　格運用 　等の

理

更新 　更新
・本庁会議

事

室の無線ＬＡＮ化 ・本

業

庁舎内無線ＬＡＮ化

　

担

各種情報システム全般

当

のインフラの効率的な

課

維持管理を行うととも

情

に､未知のマルウェア

報

対策の本格運用により

政

庁内ネ

成果
ットワーク

策

のセキュリティ対策を

課

強化することで、より

款

安全な運用を実現し適

項

正な運用管理を行った

目

。

　災害に強い各施設

担

のネットワーク環境整

当

備を検討する。

　イン

係

ターネットなどの外部

情

からの新たな脅威に対

報

し、引続き万全な情報

シ

セキュリティ対策を施

ス

す。
課題

指標名称（単

テ

位）
実績値 目標値

元年

ム

度 ２年度 ３年度 ４年度


